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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第54期

第３四半期連結
累計期間

第55期
第３四半期連結
累計期間

第54期

会計期間

自　平成23年
　　７月１日
至　平成24年
　　３月31日

自  平成24年
    ７月１日
至  平成25年
    ３月31日

自  平成23年
    ７月１日
至  平成24年
    ６月30日

売上高 (千円) 20,667,86920,723,65826,873,203

経常利益 (千円) 689,282 951,838 688,571

四半期（当期）純利益 (千円) 353,234 590,110 298,733

四半期包括利益又は包
括利益

(千円) 441,413 821,630 347,618

純資産額 (千円) 6,682,2287,330,8756,570,129

総資産額 (千円) 21,215,36319,939,28619,476,655

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

(円) 89.21 149.18 75.50

潜在株式調整後１株当
たり四半期（当期）純
利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.3 35.4 32.5

　

回次
第54期

第３四半期連結
会計期間

第55期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自  平成24年
    １月１日
至  平成24年
    ３月31日

自  平成25年
    １月１日
至  平成25年
    ３月31日

１株当たり四半期純利
益金額

(円) 52.54 50.72

(注）１  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  １株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる自己株式数には、資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式を含めております。

３  当社は平成24年７月１日付をもって、普通株式１株につき1.2株の割合で株式分割を行っております。なお、１

株当たり四半期（当期）純利益金額は前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定して

おります。

４  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、平成24年後半に誕生した安倍政権がデフレ克服を

最重要課題として取り組むことを宣言し、これに呼応する形での日銀の異次元とまで言われる積極的な

金融緩和により、日本経済の弱点であった円高、株安に大幅な修正の動きが起こり、市場の雰囲気は大幅

に改善しましたが、実体経済に近い部分では海外主要経済が停滞していること等から依然として経済の

先行きを慎重に見る見方も多く、市場の各指標の改善が実体経済の改善に先行する形で推移しました。　

当社グループとしましては、顧客である製造業に生産拠点の海外移転の動きが引続き活発であること

から、これにより発生する新規設備投資需要を海外拠点網を駆使した総力で当社グループのビジネスと

して取り入れることに成功した上、新政権の積極的な財政支出や省エネ・環境対策等により発生する国

内需要に対しても環境対策に優れた新製品を開発して市場に投入し、半導体基板検査装置等の自社製品

も好調であったことから、業績は順調に拡大いたしました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は207億23百万円(前年同四半期比0.3％の

増)となり、損益面としましては、営業利益が６億91百万円(同16.6％の増）、経常利益が９億51百万円(同

38.1％の増）、四半期純利益が５億90百万円(同67.1％の増)となりました。

　

なお、当社グループのセグメント別概況は次のとおりです。　

＜インテリジェントFAシステム事業＞

インテリジェントFAシステム事業では、海外向けを中心に新規設備投資需要が旺盛であったこと、ス

マートグリッド技術を実用化した省電力「グリッド・グリーン」を始めとした省エネ新製品や半導体基

板検査装置等の自社製品の売行きが好調だったこと等から好調に推移しました。　

以上の結果、インテリジェントFAシステム事業の当第３四半期連結累計期間における売上高は84億44

百万円(前年同四半期比5.8％の増）、営業利益は３億98百万円(同33.2％の増)となりました。　
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＜IT制御・科学測定事業＞

当事業のうちIT制御は主として製造業の合理化・研究開発の自動化等を目的とした設備投資の対象で

あるため、比較的景況の影響を受け易い傾向にあります。一方、当事業でも科学測定事業は科学分析・計

測機器等に代表される企業の新製品開発を目的とする部門や品質管理部門を対象とするため、景気の動

向に左右されにくく安定的な分野であります。当第３四半期連結累計期間においては国内生産の低迷等

による輸送機関連製造業向けの制御機器等の落込み等がありましたが、採算の良い海外向けメカトロニ

クス等が好調であったため、減収とはなったものの概ね好調に推移しました。

以上の結果、IT制御・科学測定事業の当第３四半期連結累計期間における売上高は122億27百万円(前

年同四半期比3.1％の減)、営業利益は５億12百万円(同2.5％の増)となりました。

　

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産の合計額は199億39百万円で前連結会計年度末に比し４億

62百万円の増加となりました。これは主として受取手形及び売掛金は減少したものの、資金の積み増しに

よる現金及び預金の増加１億79百万円、外貨資金の運用増加等による有価証券の増加１億24百万円、国内

非連結グループ会社等に対する短期貸付金の増加80百万円、海外非連結グループ会社等に対する長期貸

付金の増加１億26百万円等によるものであります。

負債につきましては、負債の合計額が126億８百万円で、前連結会計年度末に比し２億98百万円の減少

となりました。これは主として短期借入金が４億円増加したものの、支払手形及び買掛金が４億76百万円

減少し、さらに客先からの取引前受金が１億42百万円減少したこと等によるものであります。

純資産につきましては、純資産の合計額が73億30百万円で、前連結会計年度末に比し７億60百万円の増

加となりました。これは主として四半期純利益が５億90百万円あったため利益剰余金が５億円増加した

こと、株価上昇により保有株式のその他有価証券評価差額金が１億97百万円増加したこと等によるもの

であります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、１億72百万円となりま

した。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,369,200 4,369,200
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
　単元株式数100株

計 4,369,200 4,369,200― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年１月１日～
平成25年３月31日

― 4,369,200 ― 1,441,440 ― 1,830,491

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年12月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   351,200―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,976,000 39,760 同上

単元未満株式 普通株式    42,000― 同上

発行済株式総数 4,369,200 ― ―

総株主の議決権 ― 39,760 ―

(注) １　証券保管振替機構名義の株式300株は、「完全議決権株式(その他)」の欄に含めて記載しております。

２　当社所有の自己株式45株、証券保管振替機構名義の株式60株は、「単元未満株式」の欄に含めて記載しており

ます。

３　上記自己株式のほか平成24年12月31日現在の連結貸借対照表に自己株式として認識している資産管理サービ

ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下「信託Ｅ口」）所有の当社株式が73,440株あります。これは当社と

信託Ｅ口が一体であるとする会計処理に基づき、信託Ｅ口が所有する当社株式を含めて自己株式として処理

しているためです。

　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
　協立電機㈱

静岡県静岡市駿河区
中田本町６―33

335,800 ― 335,800 7.69

(相互保有株式)
　東光ガード㈱

静岡県静岡市駿河区
西島613―１

1,900 13,500 15,400 0.35

計 ― 337,70013,500351,200 8.04

(注) １　東光ガード株式会社は、当社の取引先会社で構成される持株会(協立電機取引先持株会　静岡県静岡市駿河区中

田本町61―１)に加入しており、同持株会名義で当社株式13,500株を所有しております。

２　上記自己株式のほか平成24年12月31日現在の連結貸借対照表に自己株式として認識している信託Ｅ口所有の

当社株式が73,440株あります。これは当社と信託Ｅ口が一体であるとする会計処理に基づき、信託Ｅ口が所有

する当社株式を含めて自己株式として処理しているためです。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。) に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間 (平成25年１月１

日から平成25年３月31日まで) 及び第３四半期連結累計期間 (平成24年７月１日から平成25年３月31日ま

で) に係る四半期連結財務諸表について、芙蓉監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 681,081 860,694

受取手形及び売掛金 ※3
 9,479,683

※3
 9,177,238

有価証券 300,009 424,844

商品及び製品 317,112 433,401

仕掛品 367,182 443,812

原材料 559,739 581,759

その他 382,236 558,860

貸倒引当金 △105,132 △105,962

流動資産合計 11,981,913 12,374,648

固定資産

有形固定資産

土地 4,261,131 4,338,939

その他（純額） 918,097 948,776

有形固定資産合計 5,179,229 5,287,716

無形固定資産 74,245 69,192

投資その他の資産

投資有価証券 1,721,352 1,612,522

その他 606,341 678,539

貸倒引当金 △86,426 △83,333

投資その他の資産合計 2,241,266 2,207,728

固定資産合計 7,494,742 7,564,637

資産合計 19,476,655 19,939,286

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 7,083,501

※3
 6,606,801

短期借入金 3,900,000 4,300,000

1年内返済予定の長期借入金 25,397 25,981

未払法人税等 287,222 260,640

賞与引当金 105,772 229,912

役員賞与引当金 44,110 －

その他 702,159 464,622

流動負債合計 12,148,162 11,887,958

固定負債

長期借入金 80,017 55,089

退職給付引当金 122,298 130,805

負ののれん 7,268 4,542

その他 548,777 530,015

固定負債合計 758,362 720,452

負債合計 12,906,525 12,608,410
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,441,440 1,441,440

資本剰余金 1,830,491 1,830,491

利益剰余金 3,790,528 4,290,698

自己株式 △510,845 △487,161

株主資本合計 6,551,614 7,075,468

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △214,017 △16,354

その他の包括利益累計額合計 △214,017 △16,354

少数株主持分 232,532 271,761

純資産合計 6,570,129 7,330,875

負債純資産合計 19,476,655 19,939,286
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年７月１日
　至 平成24年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 20,667,869 20,723,658

売上原価 17,597,589 17,486,302

売上総利益 3,070,280 3,237,355

販売費及び一般管理費 2,477,462 2,546,061

営業利益 592,817 691,294

営業外収益

受取利息 9,107 6,126

受取配当金 9,294 15,788

仕入割引 25,469 23,117

持分法による投資利益 6,043 13,962

負ののれん償却額 2,725 2,725

助成金収入 39,163 44,619

為替差益 6,230 134,866

雑収入 24,882 43,382

営業外収益合計 122,916 284,588

営業外費用

支払利息 17,216 18,269

手形売却損 4,657 1,509

売上割引 2,531 2,457

雑損失 2,045 1,808

営業外費用合計 26,450 24,043

経常利益 689,282 951,838

特別利益

固定資産売却益 597 232

投資有価証券売却益 17,279 52,511

負ののれん発生益 1,292 －

保険差益 － 298

債務免除益 11,000 －

特別利益合計 30,169 53,042

特別損失

固定資産除却損 2,963 7,432

固定資産売却損 23 104

有価証券償還損 31,099 －

その他 － 14

特別損失合計 34,086 7,551

税金等調整前四半期純利益 685,365 997,330

法人税等 308,165 387,248

少数株主損益調整前四半期純利益 377,200 610,081

少数株主利益 23,966 19,971

四半期純利益 353,234 590,110
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年７月１日
　至 平成24年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年７月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 377,200 610,081

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 64,181 211,412

持分法適用会社に対する持分相当額 32 136

その他の包括利益合計 64,213 211,548

四半期包括利益 441,413 821,630

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 422,263 787,773

少数株主に係る四半期包括利益 19,150 33,857
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【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年７月１日
  至  平成25年３月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年７月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

項目
当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年７月１日
　至  平成25年３月31日)

税金費用の計算   当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算する方法を採用しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年７月１日
  至  平成25年３月31日)

（株式給付信託（社員持株会処分型））

　当社は、平成24年２月15日開催の取締役会において、当社の社員持株会である協立電機社員持株会（以下、

「持株会」といいます。）に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を社

員へ分配することを通じて、社員の福利厚生を図り、社員の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の

企業価値の向上を図ることを目的として、ESOP「株式給付信託（社員持株会処分型）」の導入を決議いたしま

した。

　本制度では、持株会へ当社株式を譲渡していく目的で設立する「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託

Ｅ口）」（以下、「信託Ｅ口」といいます。）が、本信託の設定後約５年間にわたり持株会が取得する規模の株

式を予め一括して取得し、持株会へ売却を行います。

　当社株式の取得及び処分については、当社が信託Ｅ口の債務を保証しており、当社と信託Ｅ口は一体であると

する会計処理をしております。従って、信託Ｅ口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに損益について

は四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書に含めて計上しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間の末日現在の自己株式数は次のとおりであります。

　
当第３四半期
連結会計期間

自己株式数 406,205株

うち当社所有自己株式数 335,865株

うち信託Ｅ口所有自己株式数 70,340株

　

EDINET提出書類

協立電機株式会社(E02039)

四半期報告書

12/19



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１  受取手形割引高

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

　
当第３四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

受取手形割引高 409,703千円　 　 199,754千円

　

２  偶発債務

　子会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成24年６月30日)

　
当第３四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

協立電機(上海)有限公司 8,785千円　 協立電機(上海)有限公司 22,740千円

Kyoritsu 　 Electric
(Thailand) Co.,Ltd.

4,980千円　
Kyoritsu 　 Electric
(Thailand) Co.,Ltd.

12,800千円

　

※３  期末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年６月30日)

　
当第３四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

受取手形 62,428千円　 　 167,324千円

支払手形 64,285千円　 　 82,572千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成24年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年７月１日
至  平成25年３月31日)

減価償却費 135,906千円

負ののれんの償却額 2,725千円
　

　 122,689千円

　 2,725千円
　

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成23年７月１日 至 平成24年３月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年９月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 82,628 25.00平成23年６月30日 平成23年９月29日

　

２  基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自 平成24年７月１日 至 平成25年３月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年９月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 92,433 27.50平成24年６月30日 平成24年９月27日

（注）本決議による「配当金総額」には、この配当の基準日である平成24年６月30日現在で「資産管理サービス信託銀行

株式会社（信託Ｅ口）」が所有する当社株式（自己株式）75,200株に対する配当金を含んでおります。

　

２  基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年７月１日  至  平成24年３月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計インテリジェ
ントFAシステ
ム事業

IT制御・科学
測定事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,980,60612,622,23020,602,83765,03120,667,869

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

67,466 62,303 129,770 44,123 173,893

計 8,048,07312,684,53420,732,608109,15420,841,763

セグメント利益 298,939 499,861 798,800 72,418 871,219

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおります。

　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 798,800

「その他」の区分の利益 72,418

全社費用(注) △278,402

四半期連結損益計算書の営業利益 592,817

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自  平成24年７月１日  至  平成25年３月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計インテリジェ
ントFAシステ
ム事業

IT制御・科学
測定事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 8,444,54612,227,43920,671,98551,67320,723,658

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

96,033 80,834 176,868 43,533 220,402

計 8,540,57912,308,27420,848,85495,20620,944,061

セグメント利益 398,110 512,524 910,635 63,680 974,316

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおります。  

　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 910,635

「その他」の区分の利益 63,680

全社費用(注) △283,022

四半期連結損益計算書の営業利益 691,294

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成24年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年７月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 89.21円 149.18円

（算定上の基礎） 　 　

　四半期純利益金額（千円） 353,234 590,110

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 353,234 590,110

　普通株式の期中平均株式数（千株） 3,959 3,955

(注）１　前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎と

なる自己株式数には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下、「信託Ｅ口」）が所有する当

社株式を含めております。これは当社と信託Ｅ口が一体であるとする会計処理に基づき、信託Ｅ口が所有する

当社株式を含めて自己株式として処理しているためです。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　当社は、平成24年７月１日付で普通株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成25年５月８日

協立電機株式会社

取締役会　御中

　

芙蓉監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 大塚　高徳　 　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 鈴木   潤　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている協立

電機株式会社の平成24年７月１日から平成25年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成25年１月１日から平成25年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年７月１日から平成25年３

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、協立電機株式会社及び連結子会社の平成25年

３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

(注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

協立電機株式会社(E02039)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	会計方針の変更等
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

